
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,196 3.1% -0.1% 0.4%
東証株価指数（TOPIX） 1,531 2.9 -0.7 0.9
東証REIT指数 1,733 -0.9 -2.8 -6.6
米ダウ平均株価 20,940 1.9 1.4 6.0
米S&P500指数 2,384 1.5 1.0 6.5
米MSCI REIT指数 1,147 -2.7 0.8 0.0
MSCI ワールド（先進国） 1,878 2.0 1.2 7.3
MSCI AC欧州 439 4.2 3.2 9.9
MSCI エマージング 977 1.7 0.6 13.4
MSCI ACアジア（日本を除く） 594 1.9 1.2 15.5
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 111.49 2.2% 0.4% -4.7%
ユーロ 121.53 3.9 1.7 -1.2
豪ドル 83.52 1.5 -1.9 -0.8
ニュージーランド・ドル 76.54 0.0 -2.0 -5.5
ブラジル・レアル 35.10 1.2 -1.4 -2.3
メキシコ・ペソ 5.92 2.0 -0.3 4.9
トルコ・リラ 31.26 4.0 2.7 -6.6
南アフリカ・ランド 8.34 0.3 -2.1 -2.2
中国人民元 16.16 2.0 0.4 -3.9
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 2.1 0.2 -3.7
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.28 0.03 -0.10 -0.16
ドイツ10年 0.32 0.06 -0.03 0.11
日本10年 0.02 0.00 -0.04 -0.03
ブラジル2年 9.49 -0.01 -0.02 -1.54
メキシコ2年 6.87 0.04 0.12 0.09
トルコ2年 11.34 0.19 -0.23 0.71
インドネシア2年 6.63 0.04 -0.04 -0.83
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,268 -1.6% 0.9% 10.1%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 49 -0.6% -0.4% -8.2%
VIXボラティリティ指数 10.0 -26.0% -5.3% -22.9%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年5月1日~2017年4月28日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年5月1日~2017年4月28日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年5月1日~2017年4月28日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 4月26日    トルコ：金融政策決定会合、市場予想に反し、 
                                    後期流動性貸出金利を0.5%引き上げ 
• 4月26-27日   日本：金融政策決定会合、市場予想通り据置き 
• 4月27日    欧州：欧州中央銀行（ECB）理事会、市場予想通り据置き 
• 4月28日    ロシア：金融政策会合、市場予想を上回る0.5%の利下げ 
• 4月28日        米国：17年1-3月期実質GDP成長率（前期比年率） 
           実績+0.7%、前期実績+2.1%（以下で詳述） 
• 4月30日        中国：4月NBS製造業PMI、実績51.2、前月実績51.8  
Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
日経平均株価は、週間ベースで、3%超の上昇となった。多くの投資家が警
戒していた、①23日のフランス大統領選挙（第1回投票）や、②25日の『朝
鮮人民軍創建85周年』を無難に通過し、円安が進んだことなどが背景。 
Q. 今週の主なイベントは？ 
• 5月1日      米国：4月ISM製造業指数、市場予想56.5、前月57.2 
• 5月2日      中国：4月Caixin製造業PMI、市場予想51.3、前月51.2  
• 5月3日          ユーロ圏：17年1-3月期実質GDP成長率（前年比） 
                                         市場予想+1.7%、前期実績同+1.7% 
• 5月2-3日    米国：連邦公開市場委員会（FOMC）、市場予想据置き 
• 5月5日      米国：4月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月差、 
              市場予想+19.0万人、3月実績+9.8万人 
Q. 今後の米国経済と利上げの見通しは？ 
【米国経済の振り返り】 先週28日に発表された米国の17年1-3月期の実質
GDP成長率（前期比年率）は+0.7%となり、市場予想の+1.0%や、前期実
績の+2.1%を下回った。内訳は、以下の通り。 
 個人消費：前期比年率で+0.3%と、2009年以来の低い伸びとなった。

中でも、自動車などの耐久財消費は、減少している。ただし、①前期の
個人消費が非常に強く、成長の発射台が高かったことや、②労働市場
が堅調に推移していること、③消費者信頼感指数が高水準にあることな
どを考慮すれば、今後は力強さを取り戻す可能性があると見ている。 

 投資：住宅投資や企業の設備投資は、堅調な伸びを示した。特に、設
備投資の伸びは、コモディティ価格の下落が米国の鉱工業に悪影響を
もたらす時期が、既に終わったことを示していると考える。一方、2四半
期連続で増加していた在庫投資は、減少に転じた。 

 純輸出：輸出、輸入ともに伸びたが、米国を除く世界経済の力強さや、
やや軟調だった米国の内需の動向などを反映し、純輸出（輸出から輸
入を差し引いたもの）は、僅かに伸びた。 

 政府支出：中央政府ならびに州政府の支出は、減少した。 
【今後の米国経済と利上げの見通し】 多くの市場参加者は、米国の個人消
費が力強さを取り戻し、17年4-6月期の実質GDP成長率は+2%を上回ると
見ている。そのカギとなる個人消費の動向を見る上で、今週2-3日に発表さ
れる4月の自動車販売や、5日の4月雇用統計の結果に注目したい。また、
これらをはじめとする個人消費に関する経済指標が堅調に推移すれば、
FRB（米連邦準備理事会）は、6月に利上げを実施すると見ている。 
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